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学校法人鎮西学院 財務細則 

 

（目的） 

第１条 この細則は、学校法人鎮西学院経理規程第 62 条に基づき、経理事務に関する手続きを定め、経

理の正確を期することを目的とする。 

（委任） 

第２条 寄附行為施行細則第 10 条に基づき、理事会は、 1 億円未満の収入・支出に関する決裁を理事

長に委任する。 

２ 理事長は、寄附行為施行細則第 11 条に基づき、決定された予算の範囲で下記の左欄に掲げる額の

収入・支出に関する決裁について右欄に掲げる者に、委任することができる。 ただし、出張に係る決裁

については別に定める。 

委任内容 受任者 

1000万円以上１億円未満の収入・支出  常任理事会の決議 

1,000万円未満の収入・支出 法人事務局長 

大学 500万円未満 学長 

30万円未満 大学事務局長 

10万円未満 経理課長 

3万円未満 大学各課長 

高等学校 500万円未満 校長 

30万円未満 高校事務長 

認定こども園 30万円未満 園長 

3万円未満 園事務長 

法人本部 10万円以上 1000 万円未満 法人事務局長 

3万円以上 10 万円未満 経理課長 

3万円未満 各課長 

 

（競争入札） 

第３条 理事長は、競争入札により契約を締結しようとするときは、契約担当者に命じ、入札に関する資格、

予定価格、指名業者等必要な事項を定めさなければならない。 

（随意契約） 

第４条 下記の表の左欄に掲げる契約で、右欄に掲げる額までは随意契約によることができる。 

契 約 の 種 類 随意契約によることができる金額 

工事及び物件の買い入れ ２５０万円未満 

上記以外のもの １００万円未満 
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（見積書） 

第５条 随意契約によろうとするときは、２人以上の者の見積書を徴しなければならない。但し、次の場合 

は、１人の見積書をもって代えることが出来る。 

（１） 1件の予定価格が３０万円を超えないもの 

(2)前号に掲げる場合のほか、契約の目的又は性質その他やむを得ない理由により相手方が特定さ

れる場合 

２ 前項の規定にかかわらず次の各号に掲げる場合は、見積書の徴収を省略することが出来る。 

    （１）新聞その他の定期刊行物及び例規集等の追録の購入 

（２）価格、送料等が表示されている書籍の購入 

    （３）専売品等で価格が公定されているものの使用又は購入 

（４）１件の予定価格が３万円を超えないもの 

（５）前各号に掲げる場合のほか、契約の目的又は性質により社会通念上見積書を徴することが困難

なもの 

（予定価格調書の作成の省略） 

第６条 契約担当者は、随意契約をしようとする場合において、前条第２項に掲げるもの及び予定契約担当   

者は、随意契約をしようとする場合において、予定価格が１００万円を超えないものは、予定価格調書の

作成を省略することができる。 

（契約書） 

第７条 理事長が契約をしようとするときは、おおむね次に掲げる事項を記載した契約書を作成し、契約 

の相手とともに記名押印しなければならない。 

（１）契約の目的 

（２）契約金額 

（３）履行期限及び契約保証金に関する事項 

（４）契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

（５）監督及び検査 

（６）履行の遅滞その他債務の不履行の場合のおける遅延利息、違約金その他の損害金 

（７）危険負担 

（８）かし担保責任 

（９）契約に関する紛争の解決方法 

（10）その他必要な事項 

（契約の特例） 

第８条 ２００万円を超えない競争契約又は随意契約を締結する場合においては、請書又は承諾書をもっ

て前条の契約書に代えることができる。 

２ 前項の請書又は承諾書には、契約書の例に準じ、必要な事項を記載しなければならない。 

 

（契約書の省略） 

第９条 １００万円を超えない競争契約又は随意契約を締結する場合においては、特に理由のあるものを除

き、前２条の規定を適用しない。 
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附 則 

この細則は、平成１１年４月１日から施行する。 

この細則は、２００２年（平成１４）4月 1日から施行する。 

この細則は、２００３年（平成１５）4月 1日から施行する。 

この細則は、長崎ウエスレヤン短期大学を削除し、２００３年（平成１５）５月３０日から施行する。 

この細則は、2025（令和７）年 4月月 1日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


